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嬉野市志田焼の里博物館指定管理者管理業務仕様書 

 

 嬉野市志田焼の里博物館条例（平成 18年 1月 1日条例第 130 号。以下「条例」とい

う。）及び募集要項に定めるもののほか、嬉野市志田焼の里博物館（以下「当該施設」

という。）の指定管理者が行う業務の内容及びその範囲等は、この仕様書による。 

 

第１ 管理業務の対象となる施設の概要 

１．設置の目的 

  当該施設は、嬉野市の地域産業、観光及び文化の振興を図るために設置された施

設である。 

２．当該施設の概要 

 （１）名  称  嬉野市志田焼の里博物館 

 （２）所 在 地  嬉野市塩田町大字久間乙 3073番地 

 （３）敷地面積  6,857.84㎡ 

３．指定管理業務の区域 

  別添平面図の区域のとおりとする。 

 

第２ 管理運営業務の基本方針 

１．管理運営方針 

  指定管理者は、次の基本方針を十分に理解し、適切な管理運営に務めること。 

 （１）当該施設の特性を十分に理解し、指定管理者のノウハウを発揮しながら管理

運営を行うことで、適切な管理水準を確保すること。 

 （２）施設や設備について、清潔かつその機能を正常に保持し、利用者の快適かつ

安全な利用を図るよう適正な維持管理を行うこと。 

 （３）利用者が当該施設を利用するに際して平等かつ公平な取り扱いをし、特定の

団体及びグループに対して、有利又は不利になるような取り扱いをしないこと。 

 （４）観光の拠点として、魅力あふれる地域の情報の提供を積極的に推進すること。 

 （５）市の地域振興と活性化を常に意識し、地域内及び広域間での連携を図ること。 

 （６）当該施設の特徴を十分理解し、利用者に対し、その歴史的・文化的価値を解

説することに努めること。 

（７）利用者に対して、親切かつ丁寧な接遇等のサービスを行うこと。 

 （８）地域住民や利用者の意見を反映し、利用者の満足度を高めること。 

 （９）施設の管理に係る経費の縮減を図ること。 

２．関係法令の遵守 

  次の関係法令のほか、業務を遂行するうえで関連する法令がある場合は、当該法

令の規定を遵守し、運営を行うこと。 
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 （１）地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号） 

 （２）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16 号） 

 （３）嬉野市志田焼の里博物館条例（平成 18 年嬉野市条例第 130号） 

 （４）嬉野市志田焼の里博物館条例施行規則（平成 18年嬉野市規則第 107号） 

 （５）嬉野市公の施設の指定管理者の指定の手続に関する条例（平成 18年嬉野市条

例第 63号） 

 （６）嬉野市公の施設の指定管理者の指定の手続に関する条例施行規則（平成 18年

嬉野市規則第 52号） 

 （７）嬉野市個人情報保護条例（平成 21 年嬉野市条例第 21 号） 

 （８）嬉野市情報公開条例（平成 26 年嬉野市条例第 33 号） 

 （９）労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号） 

 （10）電気事業法（昭和 39 年法律 170号） 

 （11）消防法（昭和 23年法律第 186 号） 

 （12）その他関係法令 

 

第３ 開館時間及び休館日 

１．開館時間及び休館日 

  条例の規定のとおり、開館時間は午前 9 時から午後 5 時までとし、休館日は毎週

水曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休

日に当たるときは、その休日以後の直近の休日でない日）とする。 

２．開館時間及び休館日の変更等 

  指定管理者は、特別の理由がある場合には市と協議の上、開館時間及び休館日の

変更、又は臨時の休館日を設けることができる。 

 

第４ 管理運営体制 

１．責任者と職員の適切な配置 

  指定管理者は、当該施設の管理運営に係る業務の適切な遂行、総合的な把握及び

調整を行う責任者のほか適切な人員配置を行うこととし、労働関連法を遵守するこ

と。 

２．職員の選定・採用 

（１）職員は、業務内容に応じ、必要な知識及び技能を有する者とすること。なお、

業務実施にあたり、法令等により資格を必要とする場合は、有資格者を選任し

なければならない。 

 （２）職員の採用は、雇用の創出の場として地元からの採用を行うよう務めるもの

とする。 

３．職員の研修 
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 （１）職員の資質の向上を図るため、必要に応じて接客及び安全管理等に関する研

修を実施すること。 

 （２）職員が一体となって常にサービスの向上と効率的、効果的な管理運営につい

て、共通認識を高めるよう務めること。 

４．その他 

 （１）指定管理者は、就業規則を定め、この規則により職員を就業させるものとす

る。 

 （２）職員の勤務形態等については、関連法規等に基づき、管理運営業務に支障を

来さないよう、指定管理者が決定することとする。 

 （３）各種業務における責任体制を確立するものとする。 

 （４）指定管理者は、業務にあたる職員に対する労働関係法令による責任を負うも

のとする。 

 

第５ 業務内容及び業務基準 

１．施設及び設備等の維持管理に関する業務 

  指定管理者は、次の管理基準により、効果的、効率的な施設管理を実施すること。 

 （１）施設等の保守管理業務  

    施設の設備保守点検業務 

    施設内の設備を計画的かつ適正に管理し、施設の安全機能の維持・向上を図 

り、事故の未然防止、故障の早期発見に努めるなど積極的に維持管理を行い、 

施設の機能保持を図るため、日常点検・保守等の業務を行うこと。 

 （２）環境維持管理業務 

   ①清掃業務 

    施設の衛生的な環境を維持し、快適な環境を保つために、清掃業務を適切に 

行うこと。 

   ②保安警備業務 

施設及び敷地内における秩序を維持し、事故・盗難・破壊等の犯罪及び火災 

等の発生を警戒、防止し、施設財産の保全を図るとともに利用者の安全を確保

するよう努めること。 

  ③施設保全業務 

    施設を安全かつ安心して利用できるよう、施設の劣化や損傷の予防安全に努 

めること。また、建築物や設備等の不具合を発見した際には、速やかに施設の 

保全を行うこと。 

 （３）修繕業務 

   ①計画的な修繕 

    施設等が破損、滅失した時又は短期間のうちに破損、滅失すると見込まれる 
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場合に、次年度以降の計画的な修繕で対応可能な場合は、指定管理者は原則と 

して毎年 1回、市が別途指示する時に必要となる修繕項目、修繕内容、修繕方 

法、必要経費、優先順位等を整理し、市に提出するものとする。 

    その結果に基づき、市又は指定管理者は、計画的に実施する修繕項目を選定 

し、次年度以降の適切な時期に修繕を実施する。 

   ②応急的な修繕 

    施設等が破損、滅失した時又は短期間のうちに破損、滅失すると見込まれる 

場合に、応急的な修繕を行う必要がある場合には、指定管理者は速やかに修繕 

方法の検討及び見積作成等を行い、市に提出する。 

    その結果に基づき、市又は指定管理者は、速やかに修繕を実施する。 

   ③修繕等の負担 

    施設等の修繕に係る費用負担は、別紙１「リスク及び責任分担表」により負 

担するものとする。 

   ④修繕内容の記録 

    指定管理者は修繕を実施した場合、修繕内容を記録し、事業報告書と共に市 

へ提出する。なお、修繕内容を記録する際には、併せて修繕箇所の写真を残す 

ように務める。 

（４）備品等に関する業務 

    市は、当該施設に存する市所有の備品等について、指定管理者に無償で貸与

する。指定管理者は、貸与を受けた備品等について、適切に維持管理する。 

①備品の定義 

備品とは、計上及び性質を変えることなく、比較的長期間の使用又は保存に 

耐え得る物で、1 品の取得価格が 5 万円以上又は耐用年数が概ね 5 年以上の物 

をいう。ただし、印章等については、購入金額を問わない。 

   ②備品の管理 

  ア 指定管理者は、市の所有に属する備品について、嬉野市財務規則等関係

例規に基づいて管理するものとする。 

  イ 指定管理者は、嬉野市財務規則に定められた備品台帳を備えて、その管

理に係る備品を整理し、購入及び廃棄等については、市と協議して行うも

のとする。 

  ウ 備品を使用するうえで必要となる消耗品の購入は、全て指定管理者の費

用負担により行う。 

 ③備品の購入 

  施設の管理運営のため備品が必要となった場合は、指定管理者は原則として 

毎年 1回、市が別途指示する時に必要となる備品名、数量、必要経費、優先順 

位等を整理し、市に提出するものとする。 
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  その結果に基づき、市又は指定管理者は、購入する備品を選定し、次年度以 

降の適切な時期に備品を購入する。 

 ④購入費の負担 

  備品の購入に係る費用負担は、別紙１「リスク及び責任分担表」により負担 

するものとする。 

 ⑤備品の帰属 

  指定管理者が指定管理料、利用料金又はその他の収入を財源として購入した 

備品については、市に帰属するものとし、備品台帳を備え整理すること。 

 ⑥その他備品等管理 

  市所有の備品について、次に掲げる事項を行ってはならない。ただし、事前 

に市と協議し、承認を得た場合を除く。 

  ア 他の用途に使用すること。 

  イ 加工又は改良を加えること。 

  ウ 施設利用目的以外で第三者に貸与又は譲渡すること。 

 ⑦当該施設の備品一覧 

  当該施設における備品は、別紙２のとおり。 

２．設置目的を達成するための業務 

 （１）施設案内業務 

   ①来館者に対し、施設内の設備や利用方法等の案内を行うこと。また、来館者 

の希望に応じて、各建物の役割等、歴史的背景の解説を行うこと。 

   ②来館者又は電話等での問い合わせに対応すること。 

 （２）広報業務 

    当該施設をより多くの人に利用してもらうため、施設の特色等の情報を効果

的な方法により広報し、利用者数の向上に務めること。 

 （３）利用料等の徴収等に関する業務 

①利用料金等の周知 

  利用料金等は、利用案内などで利用者に周知するものとする。なお、利用料 

金等を変更する場合は、利用者への事前周知を徹底するものとする。 

   ②施設利用の受付 

    利用者へのサービスが、迅速かつ丁寧に実施できるよう人員体制を整えるこ 

と。 

   ③利用料金等の額 

    利用料金等とは、使用料（体験料）、入館料、手数料のことをいい、その額は 

条例別表に定める額の範囲内において、市長の承認を得て定める額とする。 

   ④利用料金等の徴収 

   指定管理者は、利用者から、その利用の内容に応じて、料金を徴収しなけれ 
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ばならない。 

  ⑤利用料金等の免除 

    指定管理者は、条例及び規則に基づき、利用料金等のうち、入館料を免除す 

ることができる。 

   ⑥利用料金等の還付 

    原則として既納の利用料金等は還付しない。ただし、利用者の責めに帰さな

い理由により博物館を利用できないと認めるときは、条例及び規則に基づき、

その全部又は一部を還付することができる。 

 （４）安全管理、緊急時対応、苦情等への対応業務 

   ①事故防止のための環境整備（職員教育、施設点検、修繕等）を徹底し安全管

理、防災に努め災害時、緊急時の対策についてはマニュアルを作成する等し

て対応を明確にし、職員に指導すること。 

   ②万一、事故等が発生した場合は、事故者、傷病者の救護に全力をあげて対応

するとともに市に報告すること。 

  ③利用者等からの苦情には誠実に対応するとともに苦情について速やかに市に

報告すること。 

 （５）その他、設置目的を達成するために必要と認められる業務 

３．自主事業に関する業務 

  指定管理者は、設置目的の達成及び当該施設の利用促進を図るため、施設を活用

し自主事業を実施すること。 

  なお、実施にあたっては、市と協議すること。 

 

第６ その他、施設の管理運営に関する業務 

１．個人情報の取り扱い 

指定管理者及び管理の業務に従事している者は、嬉野市個人情報保護条例（平成

21 年嬉野市条例第 21 号）の趣旨に従い、管理を行うにあたり保有する又は知り得

た個人情報に関して、適正な取り扱いの確保に務める。 

２．情報公開 

  指定管理者は、嬉野市情報公開条例（平成 26 年嬉野市条例第 33 号）の趣旨を踏

まえ、管理運営業務を行うにあたって保有することとなった文書については、公開

に務めるものとする。 

３．市からの要請への協力 

  市から管理運営及び現状等に関する調査又は作業の指示があった場合には、迅速、

誠実かつ積極的な対応を行うものとする。また、市が実施又は要請する事業への参

加・支援・協力・実施についても誠実かつ積極的に行うものとする。 

４．監査 
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 （１）定期監査 

    市は、指定管理者の管理運営業務の実施状況が、市の業務基準を満たし管理

運営に係る基本的方針に沿ったサービスを提供できているかを確認するため、

指定管理者から提供された事業報告書及び管理運営月報等により定期監査を行

うことができる。 

 （２）随時監査 

    市又は監査委員が必要と認める時は、事前に指定管理者に通知したうえで施

設の維持管理状況及び経理状況に関し報告を求め、実地調査する随時監査を行

うことができる。 

 （３）監査に対する協力 

    指定管理者は、市が定期監査又は随時監査を実施するにあたり、施設の管理

運営及び施設の現状等に関する資料作成及び実地調査を求められた場合には、

迅速かつ誠実な対応を行うこと。 

５．第三者への包括的委任の禁止 

 （１）指定管理者は、指定管理者業務の全部又は主たる部分を第三者に委任し、又

は請け負わせてはならない。ただし、設備等の保守管理、警備などの個別の具

体的業務について、あらかじめ市の承諾を得た場合は、本業務の一部を第三者

に委託し、又は請け負わせることができるものとする。 

 （２）業務の委託を発注する際には、該当委託先が業務を実施するために必要な官

公署の免許、許可、認定等を確認すること。また、作業報告書の提出について、

契約書に明記すること。 

 （３）履行確認を実施するにあたっては、作業報告書等により確認を行うこと。な

お、日毎に完結する業務については、月毎に作業報告書を提出させることなど

し、指定管理者は実施日ごとに履行確認を行うこと。 

６．原状回復義務 

  指定管理者は、その指定の期間が終了した時又は管理業務の全部若しくは一部の

停止を命ぜられた時は、その管理をしないこととなった施設及び設備を速やかに原

状に回復しなければならない。 

  ただし、市と協議の上、原状回復の必要がないと認められた場合は、この限りで

はない。 

 

第７ 事業計画・事業報告 

  指定管理者は、指定期間にわたる年度毎の事業計画書、事業報告書及び予算資料

等を作成し、市に提出しなければならない。 

１．事業計画書、自主事業計画書及び収支予算書 

  指定管理者は、市が指定する日までに次年度の事業計画書、自主事業計画書及び
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収支予算書を提出しなければならない。 

２．事業報告書及び収支決算書 

指定管理者は、次に掲げる事項を記載した事業報告書及び収支決算書を作成し、

毎年度終了後、市が指定する日までに市へ提出しなければならない。 

 （１）管理業務の実施状況に関する事項 

 （２）当該施設の利用状況に関する事項 

 （３）当該施設の収支状況に関する事項 

 （４）自主事業の実施に関する事項 

 （５）その他市が必要と認める事項 

３．業務報告書等 

  指定管理者は、次に掲げる事項を記載した報告書を作成し、当該月の翌月の 15日

までに市へ提出しなければならない。 

 （１）管理業務の実施状況に関する事項 

 （２）当該施設の利用状況に関する事項 

 （３）当該施設の収入状況に関する事項 

 （４）自主事業の実施に関する事項 

 （５）その他市が必要と認める事項 

４．予算資料 

  指定管理者は、市が当該施設の管理運営に係る予算を措置するために必要とする

資料を作成しなければならない。 

５．記録等保存業務 

 （１）指定管理者は、管理運営、利用状況及び経理状況に関する帳簿類を常に整理

しなければならない。 

 （２）指定管理者は、前項の帳簿類を当該帳簿類の属する年度の年度末から起算し

て 5 年間保存し、市から請求があった際は、速やかに提示できるようにしなければ

ならない。 

 

第８ 管理運営に関する費用負担 

１．指定管理料 

 （１）市が支払う指定管理料の金額及び支払方法については、年度毎に提出された

事業計画書及び収支予算書に基づき、年度毎に締結する協定書で定めることと

する。 

 （２）当該施設については、利用料金制を導入するため、市が支払う指定管理料の

ほか、施設利用者が支払う利用料金や指定管理者自らが企画・実施する自主事

業の収入等を、自らの収入とすることができる。 

２．会計の独立 
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 指定管理者としての業務に係る会計については、他の会計と区分して整理し、別

の会計帳簿を設け、別の専用口座で管理すること。 

３．指定管理料の変更 

  指定管理料については、指定管理料の算定基礎である当初収支計画に対し、燃料

費や光熱水費等管理運営に要した経費及び施設利用料金収入に著しい増減があった

場合は、市と協議のうえ、指定管理料を変更することができる。 

 

第９ その他 

１．リスク及び責任分担 

  管理運営に関するリスク及び責任分担については、別紙１「リスク及び責任分担

表」のとおりとする。 

２．保険加入 

 （１）賠償責任 

    市は全国町村会総合賠償補償保険に加入しているが、指定管理者が行う自主

事業等においては、当保険が適用されない場合もあるため、想定される損害賠

償請求に対応できるよう任意の賠償責任保険に加入すること。 

 （２）損害賠償 

    市において全国市有物件災害共済会の「建物総合賠償共済」に加入している

が、指定管理者が故意又は過失によりその管理する施設又は設備を破損又は滅

失した時は、それによって生じた損害を市に賠償しなければならない。そのた

め、その他必要となる保険があれば、指定管理者の負担において付保するもの

とする。 

３．業務不履行時の処理 

 （１）改善の指示 

    管理運営業務が業務基準を満たしていない場合又は利用者が施設を利用する

うえで明らかに利便性が損なわれている場合は、市は指定管理者に対して業務

改善の指示を行うことができる。 

 （２）業務の停止 

    市は、指定管理者が市の指示に従わない時は、指定の取り消し、又は期間を

定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

４．事業の継続が困難になった場合の措置 

 （１）指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

    市が行う業務の改善の指示に従わない場合など、指定管理者の責めに帰すべ

き事由により業務の継続が困難になった場合は、市は指定の取り消し、又は期

間を定めて管理業務に全部若しくは一部の停止を命ずることができるものとす

る。この場合、市に生じた損害を指定管理者が賠償するものとする。 
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 （２）当事者の責めに帰すことができない事由による場合 

   不可抗力など、市及び指定管理者双方の責めに帰すことができない事由によ

り業務の継続が困難になった場合は、事業継続の可否について協議するものと

し、一定期間内に協議が整わないときには、それぞれ事前に書面で通知するこ

とにより協定を解除できるものとする。 

５．業務の引継ぎ 

 （１）指定管理者は、指定期間開始時に円滑かつ支障なく施設の管理運営業務を遂

行できるよう、指定管理に関わる必要書類の作成、必要な手続き等を行うとと

もに、現指定管理者から引継ぎを受けるものとする。なお、その引継ぎに係る

費用は、指定管理者の負担とする。 

 （２）指定管理者は、指定期間が満了した場合、次の指定管理者が円滑かつ支障な

く施設の管理運営業務を遂行できよう、業務の引継ぎに協力するとともに、施

設の管理運営に必要となる情報を速やかに提供するものとする。なお、その引

継ぎに係る費用は、新旧の指定管理者の負担とする。 

６．疑義についての協議 

  この仕様書に定めがない事項又は疑義が生じた場合は、市と指定管理者との間で

協議し定めるものとする。 
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別紙１ 

 

リスク及び責任分担表 

種 類 内 容 

責任・負担 

市 
指定 

管理者 

法令等の変更 
指定管理者が行う管理運営業務に直接影響を及ぼ

す法令等の変更 
協議事項 

物価変動 

人件費、物価費等の物価変動に伴う経費の増  ○ 

燃料費、光熱水費等の予測し得ない物価上昇に伴う

経費の増 
協議事項 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増  ○ 

不可抗力 

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、火災、争乱そ

の他の市又は指定管理者のいずれの責めにも帰す

ことができない自然的又は人為的な現象）に伴う施

設、設備の修復による経費の増及び事業履行不能 

協議事項 

第三者への賠償 

不適切な施設管理等による指定管理者の責めに帰

すべき事由により損害を与えた場合 
 ○ 

指定管理者が実施する自主事業により損害を与え

た場合 
 ○ 

上記以外 協議事項 

周辺地域・市民及び

施設利用者への対

応 

地域との協調  ○ 

施設管理、運営業務内容に対する市民及び施設利用

者からの要望、苦情等への対応 
 ○ 

上記以外 協議事項 

事業変更による経

費負担 

政治、行政的理由から、施設管理、運営業務の継続

に支障が生じた場合、又は業務内容の変更を余儀な

くされた場合の経費及びその後の維持管理経費に

おける当該事情による増加経費の負担 

○  

上記以外  ○ 

施設競合 競合施設による利用者及び収入の減少  ○ 

需要変動 当初の需要見込みと異なる状況による収入の減少  ○ 

運営費の膨張 
市の要因による運営費の膨張 ○  

市以外の要因による運営費の膨張  ○ 

運営リスク 施設、機器の不備や事故による臨時休業等に伴う運 協議事項 
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営リスク 

施設管理上の指定管理者の責めによる臨時休業等

に伴う運営リスク 
 ○ 

債務不履行 
施設設置者（市）の協定内容の不履行 ○  

指定管理者の業務及び協定内容の不履行  ○ 

書類の誤り 

仕様書等、市が責任を持つ書類の誤りによるもの ○  

事業計画書等、指定管理者が提案した内容の誤りに

よるもの 
 ○ 

資金調達 

必要な資金の確保  ○ 

経費の支払い遅延（市⇒指定管理者）によって生じ

た事由 
○  

経費の支払い遅延（指定管理者⇒業者）によって生

じた事由 
 ○ 

施設等維持管理 

（施設等修繕、備品

購入、損害保険） 

施設、設備及び備品等の維持管理  ○ 

指定管理者の責めに帰すべき事由による１件 30 万

円未満の施設等修繕 
 ○ 

上記以外の施設等修繕 協議事項 

1 件 5 万円未満の備品購入  ○ 

指定管理料の責めに帰すべき事由による 1件 5万円

以上 30 万円未満の備品購入 
 ○ 

指定管理料の責めに帰すべき事由による 1 件 30 万

円以上の備品購入 
協議事項 

指定管理者の責めに帰すべき事由によらない 1件 5

万円以上の備品購入 
○  

施設、設備及び備品に対する損害保険の加入 ○  

資料等の損傷 

管理者としての注意義務を怠ったことによるもの  ○ 

第三者の行為から生じたもので相手方が特定でき

ないもの（極めて小規模なもの） 
 ○ 

第三者の行為から生じたもので相手方が特定でき

ないもの（上記以外） 
○  

セキュリティ 警備不備による情報漏えい、犯罪発生  ○ 

事業終了時の費用 
指定管理業務の期間が終了した場合又は期間中途

で業務を廃止した場合における事業者の撤収費用 
 ○ 

災害対応 待機体制の確保、被害調査、報告、応急業務  ○ 
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別紙２ 

備品一覧表 

分類番号 品名 数量 分類番号 品名 数量 

01-01-02 鋼製片袖事務机 1 01-03-02 鋼製脚付長テーブル 8 

01-04-07 木製作業台 8 01-04-09 木製机 13 

02-01-01 事務机用鋼製回転椅子 1 02-02-03 木製長椅子 14 

02-02-05 木製腰掛椅子 6 02-03-03 鋼製脚付木製ベンチ 1 

02-03-03 擬木椅子（コンクリート） 10 02-03-03 丸椅子 50 

03-04-08 食器棚 1 03-04-09 陳列ケース（ガラス） 4 

04-01-01 エアコン 9 04-02-02 石油ストーブ 6 

04-02-02 石油ファンヒーター 1 04-03-01 普通型扇風機 4 

04-03-01 工場用扇風機 2 07-02-01 パソコン 6 

07-02-02 レジスター 1 07-05-02 ラミネーター 1 

08-01-03 無線 LAN ルーター 1 08-01-03 デジタルアナウンスマシン 1 

08-01-03 コンパクトスピーカー 1 08-01-03 館内放送用アンプ 1 

08-02-03 電動ロクロ 14 08-04-04 エアーコンプレッサー 1 

08-04-04 高台すり 1 08-04-04 ポットミル 1 

08-04-04 土練機 1 08-04-04 噴霧器 2 

08-04-04 生垣バリカン 1 08-04-04 集塵機 2 

08-04-04 丸ノコ 1 10-02-01 計量器 1 

11-02-01 デジタルカメラ 1 11-05-01 ステンレス流し台 6 

11-05-04 ガステーブル 1 11-05-04 餅つき機 3 

11-05-05 電気ポット 2 12-05-03 テント 3 

12-05-03 脚立 2 12-05-03 ステップ台 1 

12-06-02 貯水式大小兼用簡易トイレ 2 12-06-02 陶芸用電気窯 1 

12-06-02 ガス窯 1 12-06-02 灯油窯 1 

08-01-01 電話機 1 

 

 


